
第4回次世代育成支援のた  
めの新たな制度体系の設計  
に関する保育事業者検討会  資料1  

平成20年11月17日   

すべての子育て家庭に対する支援の仕組みについて   



児童が育つ場所  就学前  

○就学前児童が日中育てられている場所を年齢別に見ると、以下のとおり。  

弓手某所内保育施設  

■保育ママ  

ロ幼稚園  

国家庭等  

田ベビーホテル  

田認可外保育施設  

（その他）   

□保育所  

3歳児  4歳以上児  
出典）就学前児童数：平成19年人口推計年報【総務省統計局（平成19年10月＝］現在）】  

幼稚園就園児童数：学校基本調査（速報）【文部科学省（平成20年5月1日現在）】  
保育所利用児童数：福祉行政報告例（概数）【厚生労働省（平成20年4月1日現在）】  
認可外保育施設、ベビーホテル：厚生労働省保育課調べ  

保育ママ、事業所内保育施設：厚生労働省保育課調べの年齢計の入所児童数を按分した数値  
家庭等：就学前児童数と各施設入所児童数総計との差  

2歳児  1歳児  0歳児  
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小学生が学校外で過ごす主な場所等  

○小学生が学校外で過ごす主な場所等については、以下のとおり。  

小学1年  小学2年  小学3年  小学4年  小学5年  小学6年  

資料：各学年別の児童総数：文部科学省「平成20年度学校基本調査速報（平成20年5月1日現在）」（平成20年8月8日）  
学習塾・ならいごとに関する児童の割合：文部科学省「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」（平成20年8月8日）  
放課後児童クラブ学年別登録児童数：厚生労働省「平成20年5月1日現在 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況について」（平成20年10月16日）  

※注：小学4年における放課後児童クラブ登録児童の割合については、小学4年以上他の登録児童数を小学4年の児童数で除した割合。  
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子育ての負担感  

○専業主婦家庭の方が、子育ての負担が大きいと感じる者の割合が高い。  
○負担感の内容を見ると、「自由な時間が持てない」「身体の疲れ」「気が休まらない」が上位を占める。  

第ト2－35国 子育ての負担感の状況  

女性の子育ての負担感   

0％   20％   40％   60％   80％  100％  
夫婦で楽しむ  
椅随がない   

子育てで  
出費がかさむ  

日用せないので  
気相まらない   

片親のみ就労等  
子育てによる  

身体の疲れが凱、   

自分の自由在  
醗澗が持てない  

（資料）（財）こども未来財団「平成12年度子育てに関する  

意識調査事業調査報告書」（平成13年3月）  
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子育ての孤立感  

○ 孤立感を解消するために求められているのは、「育児から解放されて気分転換する時間」、「話せる相手」  ○ 子育てに関する孤立感を感じる母親の割合は高い（特に専業主婦）。  
「相談できる相手」、「パートナーの子育ての関わり」等が上位を占めている。  
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（資料）財団法人こども未来財団「平成18年慶 子育てに関する意識調査報告書」（平成19年2月）  
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次世代育成支援に関係する制度の現状  



各種の子育て支援事業の制度的な位置付け  
○市町村による各種の子育て支援事業の実施については、保育のような実施義務はなく、  

にとどまっている。  
提供 な実施に向けた措置の努力義務 ○また、市町村に対し、各種の子育て支援事業に関する情報、相談・助言、コーディネートの義務が  

かかっている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）  
（市町村の責務）  

第21条の8 市町村は、次条に規定する子育て支援事業に係る福祉サービスその他地域の実情に応じたきめ細かな福祉サービスが   
積極的に提供され、保護者が、その児童及び保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その他の状況に応じて、当   
該児童を養育するために最も適切な支援が総合的に受けられるように、福祉サービスを提供する者又はこれに参画する者の活動   
の連携及び調整を図るようにすることその他の地域の実情に応じた体制の整備に努めなければならない。  

第21条の9 市町村は、児童の健全な育成に資するため、その区域内において、放課後児童健全育成事業及び子育て短期支援事   
業並びに次に掲げる事業であって主務省令で定めるもの（以下「子育て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措置   
の実施に努めなければならない。   

一 児童及びその保護者又はその他の者の居宅において保護者の児童の養育を支援する事業   

二 保育所その他の施設において保護者の児童の養育を支援する事業   
三 地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業   

（市町村の情報提供等）  

第21条の11市町村は、子育て支援事業に閲し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあったときは、当該保護者の  
希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業   
の利用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。  

②市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあった場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又  
は調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。  

③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託   
することができる。  

④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。  
※国会へ再提出予定の「児童福祉法等の一部を改正する法律案」においては、第21条の9について、子育て支援事業の例示に、乳児家庭全戸   

訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業及び一時預かり事業を追加する改正が盛り込まれている。  
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各種の子育て支援事業に対する財政措置  
○市町村の各種子育て支援事業に対する財政措置は、主として「次世代育成支援対策交付金」（ソフト交付金）  
と、「児童育成事業費」により行われている。  

次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）   児童育成事業費   

（1）制度概要  ○ 市町村が地域行動計画に基づき策定した毎年度  ○ 市町村等が行うー走の事業に対し、児童手当制  

の事業計画に対し、一定の算定基準に基づいた額   度における事業主拠出金を財源として、 とに  
を国が補助するもの。  定められた一定額を国が補助するもの。  

○具体的には、事業量と児童人口等により、各年度  ※児童手当の支給に支障がない範囲内において  
の国産予算額を配分。  
※事業毎に一定額が補助される仕組みではない。  

実施。   

（2）対象事業   ・乳児全戸家庭訪問事業   ・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

・養育支援家庭訪問事業   ・病児■病後児保育事業  

・ファミリー・サポートセンター事業   ・家庭的保育事業  

・子育て短期支援事業（シ］－トスティ寸ワイライトステイ）   ・認可化移行促進事業  

・延長保育促進事業   ・休日・夜間保育事業  

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   ・特定保育事業  

・地域における仕事と生活の調和推進事業   ・一時保育（一時預かり）事業  

■ へき地保育所事業   ・地域子育て支援拠点事業  

■ 家庭支援推進保育事業   ■ 民間児童鋸活動事業  

・その他事業（※地域の創意工夫を活かした事業）   等   

（3）財源   国1／2、市町村1／2   事業主1／3、都道府県1／3、市町村1／3   
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（参考）他の社会保障制度における市町村事業の仕組み  

介護保険制度   障害者自立支援法   次世代育成支援  

〔地域支援事業〕   〔地域生活支援事業〕   〔次世代育成支援対策交付金〕  

（事業内容）   （事業内容）   （事業内容）  

市町村において実施する以下の事業   市町村において実施する以下の事業   市町村において実施する以下の事業  
1．必須事業   1．必須事業   （※必須事業 

（D相談支援事業  
はなく、すべて任意。）  

（D介護予防事業  
②包括的支援事業（介護予防ケアマネジ  ②コミュニケーション支援事業  ・乳児全戸家庭訪問事業  

メント事業、総合相談支援業務、権利擁護   ③日常生活用具給付等事業   
業務、包括的・継続的ケアマネジメント業  

・養育支援家庭訪問事業  

務）  

④移動支援事業   ・ファミリー・サポート・センター事業  

2．任意事業  
⑤地域活動支援センター機能強化事業  ・子育て短期支援事業（シ］－トステイ・  

①介護給付費等費用適正化事業   2．任意事業  トワイライトステイ）  

②家族介護支援事業  福祉ホーム事業などのメニュー事業のほ  ・延長保育促進事業  等  

（aその他の事業（※各自治体の 治体の創意工夫による事業実施  ・その他事業（※各自治体の創意  
工夫による事業実施が可能）  か、各自  工夫による事業実施が可能∩）  

（財政支援・財源構成）  

（財政支援・財源構成）  
（財政支援・財源構成）  

地域生活支援事業の実施に必要な費用  市町村が地域行動計画に基づき策  
地域支援事業の実施に必要な着用につい   

て、上限恕（ 
定した毎年度の事業計画に対し、ニ定  

※）の範．匪内において、以下の  の算定基準 

財源構成 
に基づいた額を国が補助  

により、関係者 が負担。  
具体的には、事業実績と人口による基準  するもの。  

※当該市町村の介護給付費の3％以内   
により、各年度の国庫予貨額を配分  具体的には、事業号と児童人口等に  

介t響予防塞圭 」   括的支緩事業・任意雫層  より、各年度の国庫予算額を配分。  

【財源構成】  【財源欄成】  
（国：1／2、都道府県：1／4、市町村：1／4）  ※ 事業毎に一定額が補助される仕  

組みではない。  

※なお、市町村による事業のほか、  （国：1／2、市町村：1／2）   1号 ∴19％，、  市町村  20． 市町5 2，5％  都道府県による事業（専門性の高い  

※「1号」‥・65歳以上の保険料  支援事業や研修事業等）あ 
※「2号」…40′・■64歳の保険料  

り。  
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各種子育て支援事業の取組の現状  
《事 業 内 容》  《19年度実績》  《地域における箇所数》  

全市区町村の  
58．2％  

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援  
に関する情報提供や養育環境等の把握を行うもの。  1，063市区町村 （平成19年度交付決定へ■－ス）   訪

 
問
 
支
 
援
 
 

全市区町村の   

42．9％  

養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や  
技術指導等を行うもの。  

784市区町村  
（平成19年度交付決定へ●－ス）  

1小学校区当たり   

0．20か所  
地域において子育て親子の交流の促進、子育て等に関する相談・  
援助等を行うもの。  

親
や
子
の
集
う
場
 
 

4，409か所  
（平成19年度交付決定へ●－ス）   

4，718か所  
（公営3，125か所、   

民営1．593か所）  

（平成18年10月現在）  

児童に対する遊びを通じた集団的・個別的指導、放課後児童の育  
成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成、年長児童の育  
成・指導、子育て家庭への相談等。  

1小学校区当たり   

0．21か所  

1小学校区当たり   

0．32か所  
保護者の疾病、育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消等による  
緊急・一時的な保育サービスを提供するもの。  

一 時 預 か り  
（一時保育）事業  

7，214か所  
（平成19年度交付決定へ■－ス）  

短 期 入 所  
生 活 援 助  
（ショートステイ）  

事  業  

保護者が、疾病・疲労など身体上t精神上■環境上の理由により児童の  

養育が困難となった場合等に、児童養護施設など保護を適切に行うこと  

ができる施設において養育・保護を行う（原則として7日以内）。  

1市区町村当たり   

0．32か所  
584か所  

（平成19年度交付決定へ●－ス）  

保護者が、仕事その他の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり  
児童の養育が困難となった場合等の緊急の場合に、児童養護施設など  
保護を適切に行うことができる施設において児童を預かるもの。宿泊可。  

夜間養護等  
（トワイライトステイ）  

事  業  

1市区町村当たり   

0．16か所  
301か所  

（平成19年度交付決定へ●－ス）  

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（利用会員）と、  
援助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援助活動に関す  

る連絡・調整を実施するもの。  

フ ァ ミリ ー・  

サ ポ ー  ト・  

セ ンタ ー事業  

1市区町村当たり   

0．30か所  
540か所  

（平成19年度交付決定へ●－ス）  

注：市区町村の総数は1，827（平成19年4月1日現在）。小学校区としての国公立小学校数は22，270（文部科学省「平成20年度学校基本調査（速報）」（平成20年5月1日現在）。   




